
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [122,364円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.9]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [10.21人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [20.7%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [530,499円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

四国中央市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
＜① 財政力指数＞　　製紙産業を中心に、活発な民間経済活動に支えられ、税収に恵まれている。類似団体の財政力指
数と比べても、大幅に上まわる０．８５となっている。ただ、産業構造が紙関連に単一化しており、景気動向の影響を受けや
すいため、堅実な財政運営が求められる。
＜② 経常収支比率＞　　合併に伴う人件費の増と大型事業の元利償還が本格化したことによる公債費の増によって、９４．
９％という非常に高い水準となっている。今後は、「集中改革プラン」に掲げる定員適正化計画により引続き適正化に努めた
い。また、公債費についても「公債費負担適正化計画」の実施により抑制を図りたい。
＜③ ラスパイレス指数＞　　今年度も引続き段階的に管理職の給与カット（3～１％カット）、管理職手当て20％カットを実施
し、人件費の抑制に努めており、９３．９％と類似団体平均の９６．３％を下回っている。財政状況がすぐに好転するのが難し
い現状では、今後も何らかの給与カットは継続せざるをえないため、この水準で推移するものと見込まれる。
＜④ 実質公債費比率＞ 　  平成１６年の合併前の大型事業実施により、公債費が増嵩し、２０．７％と類似団体平均の１
４．４％を大きく上回っている。１８．０％を上回っているため、平成１８年度より公債費負担適正化計画を策定し、公債費の
低減を目指している。また、平成１９年度に実施した一部縁故資金の借換による償還期間延長や平成１９年度から３カ年実
施の高利政府資金の補償金免除繰上償還により平成２４年度決算では１８％を下回る予定である。

＜⑤ 人口１人当たり地方債現在高＞　　実質公債費比率が高い水準にあることから、この現在高が高い水準にある。合併前
に実施したごみ焼却施設などの大型事業が償還途中であることや合併後に実施した中学校整備事業やケーブルテレビ整備
事業などの元金償還がまだ始まってないため、地方債現在高はピークの状態にあり、類似団体を上回っている現状である。
実質公債費比率と同様、政府資金の繰上償還や公債費負担適正化計画に基づく任意繰上償還により、その後は徐々に減少
する見込みである。
＜⑥　人口１人当たり職員数＞　　合併に伴う一部事務組合職員の正規雇用により類似団体平均を上回っている。そのため
国の削減率を大きく上回る純減率８．８％の定員適正化計画を策定し、新規採用の抑制を実施することにより、合併時1,270
名いた職員も平成20年度末では1,123名となった。計画を50名上回るペースで削減できており、今後も早期の是正に努めた
い。
＜⑦ 人口１人当たり人件費・物件費等決算額＞　　類似団体平均とほぼ同じ水準である。その要因としては、人件費は上
回っているが、合併以降、物件費、維持補修費などの引き続くカットによるものと思われる。ただこれらの経費については、削
減も限界に来ており、今後は施設の統廃合など行政のスリム化を進めることにより抑制を図っていきたい。


